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５ 高規格幹線道路 

（１）平成２７年６月に設立された高規格幹線道路「木古内・江差間」整備促進協議

会（会長：照井江差町長）は、広範な立場から構成された組織であり、中央省

庁や道内選出国会議員に対し、要請活動を行っている。 

（２）高規格幹線道路の建設要望は、全国各地の自治体から国土交通省に対し、数

多く寄せられていると伺っている。その中で、全国一律的な必要性とする要

望内容では、それを受ける側としては優先順位の格上げには厳しいと考える。 

（３）高規格幹線道路の早期計画路線への昇格には、整備促進協議会の要望書の内

容と合致するので詳細は避けるが、「江差町側からの調査促進及び早期着手」

とする要望内容については高く評価する。 

（４）衰退する地方が、その浮揚対策としての抜本的解決策を模索している中、国

の事業として行われる大型公共事業は、地域への経済波及効果と雇用による

地域活性化に大きく寄与する事業であると高く評価し、その認識もするべき

である。 

 

今後、協議会として更なる要望活動を行うものと理解するが、以下の点について

十分考慮する必要があるので、以下２点提案する。 

 

【提 案】 

① 現在、協議会が行っている要望活動について、地域、江差町にとって、一層

の効果的、重点的な要請を行うこと。 

② 当町の災害時対策としても早期着工が必要であり、その気運醸成のためにも、 

江差町の町民を挙げた活動となるよう、町内組織を設立する 

 (別紙５－１) 

 

 □ 新型コロナウイルス感染症への対応 

日本全国の社会・経済活動に多大な影響を与え、また、いまだ世界中で広がってい

る新型コロナウイルスは、これからの地方行政の在り方へも大きく影響を与えるもの

である。 

日本では、緊急事態宣言が５月から段階的に解除され、出口戦略を模索する動きが

始まっているが、関東中心にまた感染の広がりが見えてきている。ワクチンや特効薬

が量産されるまで、「新しい生活様式」への行動変容を中心とした、年単位での長い取

り組みが、行政としても必要となる。 

江差町としても、政府の新型コロナウイルス対策の動きを機敏にとらえ、また、町

内の経済・観光・暮らし・医療情勢等を的確に把握したうえで、江差町の新年度予算

や諸計画の随時見直しと的確な予算執行が求められる。 
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